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あらまし 言語グリッドは，「言語資源から言語サービスへ」という大きな転換を目標として，2006年から 5年
間をかけて開発されたサービス指向の多言語基盤である．辞書などのデータや機械翻訳などのソフトウェアが言
語資源として CDやダウンロードサービスで配布されている現状から，インターネットに接続すれば利用できる
言語サービスへと転換する試みである．この論文では，我々が開発した，言語サービスの収集と共有を可能とす
る「基盤ソフトウェア」と，基盤ソフトウェアに登録された言語サービスを容易に利用可能とする「異文化コラ
ボレーション環境」を報告する．また，複数の組織が多言語基盤を協調して運営する「連邦制運営」を提案し，
京都，バンコクでの運営が連携する様子を示す．また，言語グリッドはユーザ参加型デザインの実例でもある．
研究チームによる言語グリッドの開発と，利用者である NPO/NGO の異文化コラボレーション活動とは，相互
に影響を与え合ってきたが，本論文ではその典型的な事例を示す．
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1. ま え が き

インターネットは世界の人々をつないだといわれる

が，言語の壁は依然として存在している．インター

ネット上には多数の言語資源（データ及びソフトウェ

ア）が存在しているが，専門家でなければ異文化コラ

ボレーション活動の現場で利用することは難しい．複

雑な契約や知的財産，データ構造やインタフェースの

多様性が，言語資源の利用を困難にしている．

本研究は，言語資源をサービス化して共有する多言

語基盤を実現することを目的とする．開発されたシ

ステムは「言語グリッド (The Language Grid)」[14]

と呼ばれる．利用者は，言語グリッドにアクセスする
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ことによって，大学や研究機関，企業が提供する言語

サービスを利用し，更にそれらのサービスを自由に組

み合わせて用いることができる．また，利用者がその

目的に合わせて，新たな言語サービスを作成し登録す

ることも可能である．本論文では特に下記の二つの課

題について述べる．

・サービス指向の多言語基盤の構築：言語サービス

を蓄積し，共有するためには，標準のインタフェース

をもつ原子サービスに基づいてサービスを連携する

基盤ソフトウェアが必要である．更に，利用者がそれ

らの言語サービスを用いて異文化活動のためのアプ

リケーションシステムを簡単に開発できなければなら

ない．

・ユーザ参加型デザインの実践：提供される言語

サービスが多ければ多いほど，利用者はそのサービス

による利益を享受できる．つまり，サービス指向の集

合知を形成するには，利用者とコミュニティを積極的

に参加させることが必要である（注1）．

言語グリッドは，2005 年から京都大学などの研究

（注1）：集合知の成長は利用者の自発的な努力によるものとされてい
る [28]．
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図 1 言語グリッドとその参加組織数の経緯
Fig. 1 The Language Grid and number of participants.

者を中心に検討が進められた．初期の構想は 2006年

1月に発表されている [12]．2006年 4月に（独）情報

通信研究機構 (NICT) でシステムの開発が始まった．

このプロジェクトの特徴は，産官学民の協力にある．

すなわち，プロジェクトの当初から，NICT，大学，企

業の研究者と，NPO/NGO の活動家の協働による参

加型の研究開発が行われた．

言語グリッドの研究は言語サービスを対象としたも

のであるが，サービスコンピューティングの一般的な

課題を数多く含んでいる．例えば，オープンな環境に

おいてサービスの蓄積と共有をいかに行うか，利用者

やそのコミュニティによる新たなサービスの作成をい

かに支援するか等が問題となった．また，言語グリッ

ドによって生まれた多言語環境でのコラボレーション

は，HCI分野での様々な研究を喚起した．

2. 言語資源から言語サービスへ

2. 1 設 計 思 想

言語グリッドは，集合知のアプローチを取っている．

すなわち，専門家や様々な利用現場のユーザが開発し

た言語資源を共有し利用できる環境として設計されて

いる（図 1）．言語グリッドの特徴は，言語資源をサー

ビスの形で共有することである．そこには，サービス

グリッド運用者，サービス提供者，サービス利用者の

3種のステークホルダーが存在する．サービスグリッ

ド運用者は，言語グリッドを管理し，言語サービスの

実行を制御する．サービス提供者は，機械翻訳や形態

素解析，辞書などの言語資源をサービスとして言語グ

リッドに登録する．サービス利用者は登録されたサー

ビスを異文化コラボレーション活動に利用する．

言語グリッドは，このように異なる組織から提供

される言語サービスを結合するプラットホームであ

る．これまでも言語処理プログラムを結合しようとす

る試みとして DFKI の Heart of Gold [4] や IBM の

UIMA [7]が存在したが，主に研究開発者のためのプ

ラットホームで，共有データに対して，多様な言語処

理プログラムをパイプライン的に適用することができ

る．UIMA準拠のU-Compare [18]は統合自然言語処

理システムで，自動組合せ比較，統計評価，ワークフ

ロー作成実行，結果の視覚化などの汎用基盤機能を有

している．それに加え，様々な言語資源群をプログラ

ミング作業なしで利用できるよう提供している．一方，

言語グリッドは応用指向のプラットホームで，サービ

ス指向アーキテクチャに基づいて知財を管理すること

に焦点を当てている．このように目的が直交するため，

DFKIの Heart of Goalと言語グリッドをシステム的

に連結する共同研究を行った [3]．今後，UIMA にも

その成果を展開する予定である．

2. 2 システムアーキテクチャ

図 2に示すように，言語グリッドは以下の 4層から

構成される [22]．

P2P サービスグリッドは，コアノードとサービス

ノードという 2種類のノードを接続することを目的と

している．コアノードはサービスの登録情報を管理し，

サービスのアクセス制御を行い，サービスを連携させ

る．一方，サービスノードには，サービス実体とその
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ラッパーが配備される．

原子サービスは，個々の言語資源に対応したWeb

サービスである．例えば，機械翻訳や形態素解析，辞

書，用例対訳が典型的な言語資源である．これらの資

源は標準化されたサービスインタフェースに基づいて

ラッピングされる．既に，様々な言語データや言語処

理ソフトウェアのサービスインタフェースを階層的に

標準化するためのオントロジー体系が提案されてい

る [9]．言語グリッド上で提供される言語サービスのイ

ンタフェースは，このオントロジー体系に基づいて規

定されている．

複合サービスは，ワークフローによって原子サービ

スを合成したものである [16]．ワークフローは WS-

BPELによって記述され，BPEL実行エンジンによっ

て解釈，実行される [1]．言語ドメインでは，折返し翻

訳や専門翻訳といった多様な複合サービスが必要とな

る．例えば，専門翻訳は，機械翻訳サービスや形態素

図 2 言語グリッドの階層
Fig. 2 Layers of the Language Grid.

図 3 言語グリッド Playground

Fig. 3 Language Grid Playground.

解析サービス，及び専門用語辞書サービスを合成して

実現される．

言語グリッド Playgroundは京都大学の学生チーム

によって開発された応用システムで，言語グリッド上

の様々な言語サービスに，Webブラウザを通じてアク

セスすることができる（図 3）．Playgroundには，原

子サービスの利用のための Basicサービス，原子サー

ビスを組み合わせた複合サービスを利用するための

Advancedサービス，異文化コラボレーション活動へ

の応用に特化した Customizedサービスがある．

3. 基盤ソフトウェア

3. 1 システムアーキテクチャ

図 4 に P2P サービスグリッドのシステム構成を示

す．サービス提供者は，Webサービスのインタフェー

ス記述であるWSDLファイルとサービスの著作権情

報，ライセンス情報，アクセス制約をサービスマネー

ジャ(Service Manager)に登録する．サービスマネー

ジャは，WSDLファイルを取得すると，インタフェー

ス情報とエンドポイントの URLを抽出し，同じイン

タフェースの仮想エンドポイントをサービススーパバ

イザ (Service Supervisor)上に生成する．仮想エンド

ポイントの目的は，サービスへの直接のアクセスを禁

止し，指定されたアクセス制約に基づいて，サービス

へのアクセスを制御することである．

サービスを利用するときには，応用システムから仮

想エンドポイントに SOAP リクエストを送りサービ

スを呼び出す．サービススーパバイザは，そのリクエ

ストをユーザリクエストハンドラで受け取ると，サー

ビス登録時に設定されたアクセス制約を満たしている

図 4 P2P サービスグリッドのシステム構成
Fig. 4 System configuration of P2P service grid.
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かどうか検証する．満たしていれば，サービススーパ

バイザは実際のエンドポイントをプロファイルレポジ

トリから取得しサービスにアクセスする．サービスか

らのレスポンスはアクセスログに蓄積され，アクセス

制約が守られていることの検証や，サービス利用のモ

ニタリングに利用される．

3. 2 サービススーパビジョン

複合サービス内に定義されたサブタスクを抽象サー

ビスと呼び，その抽象サービスを実際に実行するWeb

サービスを具象サービスと呼ぶ．サービス合成問題は，

いずれに注目するかによって，以下の 2種類に分けら

れる．

・垂直型合成：最善の抽象サービスの組合せを求

める

・水平型合成：機能的に等価なWeb サービスの集

合から，最善の具象サービスの組合せを求める

我々は水平型サービス合成に取り組み，初めて制約

最適化問題として定式化した [2]．言語サービスでは具

象サービスの組合せの数が大きくなることに注目し，

利用制約を満たし，かつ QoS を最大化する具象サー

ビスの組合せを求める手法を示した．

また，多様な組織から異なるポリシーのもとで提供

されるサービスを連携させるため，サービス実行時の

振る舞いを制御するサービススーパビジョンと呼ぶ機

構を開発した [26]．図 5に示すように，各サービス提

供者のポリシーを満たしながら，実行時にサービス選

択と機能適応が行われる．実行時の機能適応に必要と

されるビジネスロジックや実行状態の変更は，サービ

ス化された実行制御機能によって実現される．また，

図 5 サービススーパビジョンのシステム構成
Fig. 5 System configuration of service supervision.

複合サービス間のインタラクションはコレオグラフィ

に基づいて制御されている．

サービススーパビジョンは，例えば，文脈に基づく

ピボット翻訳に利用できる．ピボット翻訳は，軸にな

る言語を介した二つの機械翻訳機の連携によって実現

される．ピボット翻訳では，二つの機械翻訳機の訳語

選択が一貫しないことから，意味のドリフト（注2）が起

こることがある．訳語選択 [19], [27]の文脈を，サービ

ススーパビジョンを用いて引き継ぐことによって，こ

の問題を解決できる．

4. 異文化コラボレーション環境

国際的な NPOは海外に拠点をもち，各拠点でボラ

ンティアスタッフが活動しているが，相互に連携して

拠点間のアクティビティを計画することは，母語が異

なるために容易ではない [21]．例えば，NPO パンゲ

ア（注3）は，世界の子どもたちのつながりを作ることを

目的として活動している．日本，韓国，オーストリア，

ケニア，マレーシア，ベトナムに拠点をもち，ICTを

利用して非同期・同期アクティビティを行い，子どもた

ちの相互理解を育てようとしている．各拠点のボラン

ティアスタッフのコミュニケーション手段として，多

言語のコミュニティサイト（図 6）を開発し，活動報

告を多言語掲示板により共有している．この多言語コ

ミュニティサイトは，言語グリッドを用いて実装され

ている．ボランティアスタッフは，母語で報告を書込

み，他拠点の書込みを母語で閲覧できる．NPO が活

動内で利用する外来語や造語，固有名詞などを独自の

図 6 多言語コミュニティサイト（日本語画面）
Fig. 6 Multilingual community site.

(Japanese screen)

（注2）：機械翻訳機から機械翻訳機へと訳文が引き継がれ，伝言ゲーム
のように意味が変化していく．
（注3）：http://www.pangaea.org/
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図 7 言語グリッド Toolbox

Fig. 7 Language Grid Toolbox.

辞書に登録し，機械翻訳と連携し利用することで翻訳

品質を向上させている．更に，コミュニティ内で，翻

訳結果を修正し合うことにより，自然な翻訳文を共有

することができるようになっている．

NPOにおいて，多言語コミュニティサイトが日常的

に利用されていることは，言語グリッドの研究開発に

大きなフィードバックを与えた．実際に，このコミュ

ニティサイトを参考に，多言語コミュニケーションを

支援するツール群である言語グリッド Toolboxが開発

され，現在，多くのグループが利用している（図 7）．

言語グリッド Toolboxは，コミュニティにおける異

文化コラボレーションを支援するモジュール群であり，

多言語 BBS，辞書作成などの機能をもつ．また，オー

プンソースソフトウェアとして提供されており，各コ

ミュニティが必要に応じて拡張できる．

現在，NPO パンゲアは，自ら開発したツールのメ

ンテナンスを中止し，言語グリッド Toolboxを利用し

て多言語コミュニティサイトを再構築している．この

ような利用者と開発側のアイデアの循環を通じて，異

文化コラボレーションツールの参加型デザインが実践

されている．

5. 言語グリッドの利用

5. 1 ローカルコミュニティでの利用

在日外国人の増加に伴い，医療の現場においても，

十分に日本語を話すことができない外国人患者との対

話が大きな問題となっている．医療現場の場合，病状，

薬，保険制度などが，医療従事者と患者の双方で正し

く伝わらなければならない．京都では，医療通訳ボラ

ンティアが同行する支援が行われているが，その需要

は増大している．

図 8 多言語医療受付支援システム M3

Fig. 8 Multilingual reception system M3.

そこで，用例対訳を利用し，医療従事者と患者間の

対面でのコミュニケーションを支援する多言語医療受

付支援システム M3（図 8）が，和歌山大学と多文化

共生センターきょうとにより開発された [20]．医療現

場，特に医療受付時に高頻度で利用される用例が必要

となるため，医療用例収集システム TackPad が開発

され，医療通訳ボランティアによる用例対訳の収集が

行われている．

現在，M3 は，京都市立病院，京都大学医学部附属

病院，洛和会音羽病院，東京大学医学部附属病院に導

入され，多言語受付の支援が行われている．また，病

院に行く前の医療支援を目的としたWeb版M3 やモ

バイル版M3 の公開も行われている．

5. 2 グローバルコミュニティにおける利用

Wikipediaは，誰でも記事を作成・編集できるため，

約 270もの言語により情報が共有されている．これら

の記事はそれぞれの文化を背景に執筆されているため，

異文化の相互理解のための知識の宝庫と言える．

しかしながら，その内訳を調べると，英語では 354

万本の記事があるのに対し，日本語では 73 万本，タ

イ語では 6万本など言語によって記事の数に大きな偏

りがある．知識の翻訳を加速するためには，翻訳に関

する議論が可能な多言語掲示板が必要である．

そこでWikimedia財団と共同で，言語グリッドを応

用した多言語掲示板をMediaWiki上に開発した（注4）．

この多言語掲示板を用いれば，世界中のWikipediaボ

ランティアは，記事の翻訳のために，多言語での質問

応答を行うことができる．

実現方法としては，まず，MediaWiki 上に，言語

グリッドへのアクセス手段を提供する言語グリッド

エクステンション（図 9）を開発した．次に，これ

を利用し，Wikimedia 財団が開発した単言語の掲示

板『Liquid Thread』を拡張した多言語掲示板『Mul-

（注4）：MediaWiki は Wikipedia など，Wikimedia 財団が提供する
サービスのプラットホームである．
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図 9 言語グリッドエクステンション
Fig. 9 Language Grid Extension.

tilingual Liquid Thread』を開発した．Multilingual

Liquid Threadは，記事ごとに多言語用語集を作成で

きるため，記事ごとに機械翻訳をカスタマイズし，翻

訳精度を向上させることができる．今後，Wikimedia

財団のサーバにセットアップされ，テストを開始する

予定である．

6. 言語グリッドの運営

言語グリッドは，2007 年 12 月に京都大学によっ

て運営が開始された．その後，16 カ国 139 組織が覚

書に署名している（注5）．参加組織は，例えば，中国

科学院や CNR，DFKI，NII といった研究機関や，

シュツットガルト大学，プリンストン大学，清華大

学，そして多くの日本の大学，NPO/NGO や公的機

関などである．NTTや東芝，沖電気，Googleといっ

た企業も参加し無償で機械翻訳サービスなどを提供し

ている．

2011年 2月には，タイのNECTECが言語グリッド

オペレーションセンターをバンコクに立ち上げ，京都

大学のオペレーションセンターと連邦制運営を開始し

た [15]．その結果，言語グリッド（京都，バンコク）に

登録された言語サービスは，現在，120を超えた．多

様な原子・複合サービスが，Translation，Bilingual

Dictionary，Parallel Text，Morphological Analysis，

Text-to-Speechなど 20種のサービスタイプに分類さ

れ共有されている．

ところで，「言語資源から言語サービスへ」という

言語グリッドの方向性が，欧州，米国の言語資源研

究者の間で共有され始めている．米国では，自然言

語処理，情報検索，機械翻訳，音声，セマンティック

ウェブなどの分野で，これまで個別に作成されてき

た言語資源を，分野を超えて再利用するプロジェクト

SILT (Sustainability Interoperability for Language

Technology) が進められてきた [10]．SILT の次期プ

ロジェクトは，言語グリッドの基盤ソフトウェアを利

用する計画になっている．

また，欧州では，効率的に新規の言語技術や言語資

源を開発できるように，今後の技術課題の優先度付

けやロードマップを検討するプロジェクト FLaReNet

(Fostering Language Resources Network) が進めら

れてきた [5]．この FLaReNetは言語グリッドを参考

に，言語資源から言語サービスへの移行を提唱し，

MetaNet という新しいプロジェクトを生み出してい

る．言語サービスを世界規模で共有するために，欧米

とアジアの協力が今後ますます必要となると思われる．

7. む す び

本研究では，言語資源の知的財産権を保護しつつ，

言語サービスの収集，共有を支援するサービス指向の

多言語基盤を実現した．本研究の主な貢献は下記の 2

点である．

・サービス指向の多言語基盤の構築：言語グリッド

は，P2Pサービスグリッド，原子サービス，複合サー

ビス，アプリケーションシステムといった四つの階層

からなる．利用者は自由に言語サービスを作成し共有

することができる．更に，性能を低下させることなく

柔軟な実行制御を実現する，サービススーパビジョン

を提案した．

・ユーザ参加型デザインの実践：サービス指向のア

プローチがユーザ参加型デザインを加速することを示

した．実例として，利用者である NPOが言語サービ

スを用いて開発したコミュニティサイトを，研究チー

ムが一般化し，異文化コラボレーション環境を開発し

たプロセスを述べた．

言語グリッドは，利用者の目的に合わせた多言語環

境を構築するためのサービス指向の多言語基盤であ

る．各大学や研究機関，企業等が提供している言語

（注5）：図 1 に示したように，参加組織の数は順調に伸びている．連邦
制の開始に伴い既存ユーザと覚書の再締結を進めた結果，現在，一時的
に参加組織数が減少している．
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サービスを利用者が自由に組み合わせることを可能

にする．各地域の学校の多言語支援，商店街のコミュ

ニティの支援等の活動に利用されている [8], [13]．例

えば，世界中の子どもたちが描いた災害安全マップ

をインターネット上で共有し，防災協働学習を支援

するシステム CoSMOS (Collaborative Safety Maps

on Open System) などが開発されている [11]．言語

グリッドを活用して多言語チャットシステムも実装さ

れている [23]．このチャットシステムには，機械翻訳

サービスで活用できる領域固有の対訳用例を収集する

機能が組み込まれている．

言語グリッドを用いた新しい研究も生まれている．例

えば，機械翻訳を介したコミュニケーションというイン

タラクションスタイルの分析が行われている [29], [30]．

また，研究者とフィールドワーカーとのコラボレーショ

ンは，創作絵文字とその解釈の文化差に関する研究を

生み出している [6], [25]．ユビキタス分野では，スマー

トクラスルームの機能をサービスとして再構築し，言

語サービスと結合した多言語のオープンスマートクラ

スルームが開発された [24]．人文，社会科学系の論点

からも，言語グリッドを利用した多文化共生支援の可

能性と問題点が論じられている [17]．特に，翻訳リペ

アの営みを共生日本語の実践と比較し，その類似点と

相違点が論じられている．また，工学的アプローチの

フィールド情報学と人文学系のいうアクションリサー

チとの比較が行われている．

本研究は 2001年の 9.11を契機として京都大学で始

めた異文化コラボレーション実験が出発点となってい

る．それから 10 年が過ぎたが，インターネット上に

公共のサービス指向の多言語基盤が必要だという認識

は変わっていない．それどころか，今後，ますますそ

の必要性は高まり，欧米アジアの協力が必要になると

感じている．

ところで，言語グリッドの研究は，通常の試作・実

証実験プロジェクトとは違い実運用を含む．バグのな

いミドルウェアを開発し，24時間の運用に供する労力

は並大抵ではない．それにもかかわらず，言語グリッ

ド本体の開発は論文にならない時期が続いた．トップ

カンファレンスなどで発表される研究論文は，多言語

コミュニケーションの分析など，言語グリッドの応用

分野から採択され始めた．サービスコンピューティン

グの研究分野が立ち上がり，言語グリッド本体の論文

発表が軌道に乗り始めたのは，プロジェクト開始後 3

年を経過してからだった．

社会とともにある情報学の研究はどうあるべきだろ

う．それを考えるための良き事例となるよう，言語グ

リッドの運用を続け，言語サービスを蓄積していきた

いと考えている．
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